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法適用の哲学的分析

中　山　康　雄

１.はじめに

私は 2010 年頃から、規範体系論理学（Logic for Normative Systems, LNS）に関する

研究を続けてきた（中山 2010, 2011, 2015; Nakayama 2010, 2014, 2015, 2016a, 2016b, 
2016c）。本稿では、LNS を法律に適用する場合の基本的問題について考察する 1) 。よく

知られているように、法律の適用は、機械的なものではなく、それぞれの事案について

複数の条文の適用可能性が検討されることがよくあり、その適用の正当性が裁判の中で

争われることもある。本稿では、このような法実践を LNS の枠組みを用いて分析・整理

することを試みる。

ハーバート・ハート（Herbert L. A. Hart, 1907-1992）は、『法の概念』（1961）を著わ

し、法の問題を、規則概念を基盤にして分析哲学的手法で議論した（Hart 1961）。この

ハートの法哲学のアプローチに対し、ロナルド・ドゥオーキン（Ronald Dworkin, 1931 
- 2013）は〖法の帝国〗（1986）や『裁判の正義』（2006）などで批判を加えた（Dworkin 
1986, 2006）。ドゥオーキンは、解釈主義（Interpretivism）のアプローチをとっており、

法的判断において重要な働きをする法的基準は、法規則
0 0 0

ではなく、法原理
0 0 0

だとしている。

本稿では、この解釈主義の立場に立ちながら、法適用の基本原則を論理学の手法で明

確にすることを試みる。また、裁判を一種のゲームとして記述できることを示したい。

２.　原理的考察

私が本稿で提案する解釈主義は、次の「法適用の基本原則」に基づいている。

[1] 法適用の基本原則

(1a) ［整合性の原則］　法体系は、全体として整合的である。あるいは、全体として

整合的になるように各条文を解釈すべきである。このため、法解釈は全体論的

（holistic）性格を持つことになる。

(1b) ［法的用語の解釈］　条文には、多くの場合、法的用語が含まれている。また、法

的用語の外延規定には、しばしば、解釈の余地が残されている。法廷では、この
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具体的外延規定が提案され、その適切性がひとつの争点となる。

(1c)［法的用語の解釈に関する寛容の原理（principle of charity）2)］　法的用語の解釈

は、［整合性の原則］が保持できるように実行されねばならない。そのため、法

的用語の外延規定に対する制約がかせられることになる。例えば、過失致死（刑

法 210 条）と殺人（刑法 199 条）は互いに排他的な条文として解釈されねばなら

ない。つまり、ある事件が刑法 210 条の意味での過失致死として判断されたなら、

その事件は刑法 199 条の意味での殺人ではない。

(1d)［相対的優位性の考慮］　法解釈の実践では、条文の間に相対的優位性が存在する

（例えば、憲法の条文は他の法文に対してしばしば優先される）。(1a) に記した整

合的解釈は、この条文間の相対的優位性を考慮しなければならない。

［整合性の原則］（1a）では「法体系は、全体として整合的である」と主張されているが、

哲学的観点から見るとき、この「整合性」の意味が明らかにされねばならない。本稿では、

この整合性を規範体系論理学（LNS）における規範体系の無矛盾性として解釈する。

本稿では、法適用の例として、日本における刑事裁判を扱う。そこでまず、刑事裁判

に関する二つの基本用語を説明しておきたい。

(2a)［刑事裁判］刑事裁判とは、犯罪を起こした疑いのある人が本当に犯罪を行った

のか（有罪か無罪か）、もし行ったとしたのならどの程度の刑罰を与えるのか（懲

役何年や罰金何十万円）などを決める裁判である。

(2b)［起訴］起訴とは、訴えを提起すること、すなわち、裁判所に対し申立人（検察官、

原告）の請求について判決をするよう法定の手続に従って求めることをいう。

刑事裁判における判決は、刑法に従って行われねばならない。そして刑法は、司法機

関が犯罪を起こした者に対しどのような罰則をかすべきか、あるいは、かすことができ

るかを規定している。ここに、具体的事件に対して刑法をいかに適用するかという問題

が現れる。

３.　規範体系論理学

この節では、分析の基礎となる論理体系として用いられる規範体系論理学（LNS）を

定義することにする。LNS は、一階の述語論理学（First-Order Logic, FOL）の二つの文

集合を組み合わせて推論するタイプの論理体系であり、様相論理学（Modal Logic, ML）
とは根本的に異なった論理体系である。信念論理学や義務論理学という様相論理学の体

系でも、Bi や Oi というようにインデックスを付けることは可能だが、このインデックス

は可能世界間の複数の到達可能関係 (accessibility relation) を区別するために使用されて
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いる。これに対し LNS で用いられる BNS や ONS というインデックスの場合は、FOL 文

集合の対を明示的に指示している。LNS で表される演算子のように見える「ONS φ」とい

うような記号は、実は、演繹関係を用いて表されるメタ言語での表現の省略形にすぎない。

このような LNS の特徴のため、LNS は FOL と同様の表現に関する自由度を持っている。

また、信念の変化が規範に影響を与えるというような現象を LNS では容易に表現できる。

それでは、LNS の体系を定義しておこう。

定義１　規範体系論理学

BB と OB は FOL の無矛盾な文集合とする。また、BB を「信念基盤（Belief Base）」、OB
を「義務基盤（Obligation Base）」と呼ぶ。さらに、NS =〈BB, OB〉を規範体系（Normative 
System）と呼ぶ。規範体系論理学では、not、&、or、⇒、⇔ をメタ言語内の論理記号と

して使用する。

(3a) X が FOL の文集合のとき、cons(X) は X が無矛盾なことを意味する。

(3b) X が FOL の文集合のとき、X の演繹的閉包 Cn(X) を Cn(X) = {φ : X ⊢ φ} と定義す

る。ただし、X ⊢ φ は「φが FOL で X から帰結する」ことを意味している。

(3c) BNS φ ⇔def [cons(BB) & φ∈ Cn(BB)]
(3d) MNS φ ⇔def  cons(BB∪{φ})
(3e) ONS φ ⇔def  [cons(BB∪OB) & φ∈ Cn(BB∪OB) & φ  /∈ Cn(BB)]
(3f) FNS φ ⇔def ONS ¬φ
(3g) PNSφ ⇔def  [cons(BB∪OB∪{φ}) & φ  /∈ Cn(BB)]

(3h) 規範体系 NS が無矛盾なのは、BB∪OB が無矛盾なとき、かつ、そのときに限る。

BNS φ と MNS φをそれぞれ、「NS で φは信じられている」、「NS で φは可能だと思われ

ている」と読むことにする。そして、ONS φ、FNS φ、PNS φをそれぞれ、「NS で φは義務

である」、「NS で φは禁止されている」、「NS で φは許されている」と読むことにする。

ここで、規範体系論理学の諸定理のうち代表的なものを記しておく（命題１の証明に

ついては、中山 (2015) を参照のこと）。

命題１　NS =〈BB, OB〉は無矛盾な規範体系とする。このとき、次の諸定理が成り立つ。 
(4a1) ONS φ ⇒ PNS φ
(4a2) FNS φ ⇒ not PNS φ
(4a3) PNS φ ⇒ not FNS φ
(4a4) ONS φ ⇒ not BNS φ
(4a5) BNS φ ⇒ (MNS φ & not ONS φ & not FNS φ & not PNS φ)
(4b1) (ONS (φ → ψ) & BNS φ) ⇒ ONS ψ
(4b2) (ONS (φ → ψ) & ONS φ) ⇒ ONS ψ



172

(4b3) (ONS (φ ∧ ψ) & not BNS φ) ⇒ ONS φ
(4b4) (ONS (φ ∧ ψ) & BNS φ) ⇒ ONS ψ 
(4b5) (ONS (φ ∨ ψ) & BNS ¬φ) ⇒ ONS ψ
(4b6) (ONS (φ ∨ ψ) & FNS φ) ⇒ ONS ψ 
(4b7) (ONS φ & BNS ¬(φ ∧ ψ)) ⇒ not PNS ψ
(4c1) ONS (φ → ¬ψ) ⇔ FNS (φ ∧ ψ)
(4c2) (ONS (φ → ¬ψ) & BNS φ) ⇒ FNS ψ
(4c3) (FNS (φ ∧ ψ) & BNS φ) ⇒ FNS ψ
(4c4) (FNS (φ ∧ ψ) & ONS φ) ⇒ FNS ψ
(4d1) (PNS (φ → ψ)) & BNS φ) ⇒ PNS ψ
(4d2) (PNS (φ → ψ)) & PNS φ) ⇒ PNS ψ
(4d3) (PNS (φ ∨ ψ) & BNS ¬φ) ⇒ PNS ψ
(4d4) (PNS (φ ∨ ψ) & FNS φ) ⇒ PNS ψ
(4d5) (PNS φ & not BNS (φ ∨ ψ)) ⇒ PNS (φ ∨ ψ)
(4e1) (ONS ∀x1 … ∀xn (P(x1, …, xn) → Q(x1, …, xn)) & BNS P(a1, …, an) & not BNS Q(a1, …, 

an)) ⇒ ONS Q(a1, …, an)
(4e2) ONS ∀x1 … ∀xn (P(x1, …, xn) → ¬Q(x1, …, xn)) ⇔ FNS ∃x1 … ∃xn (P(x1, …, xn) ∧ Q(x1, 

…, xn)) 
(4e3) (FNS ∃x1 … ∃xn (P(x1, …, xn) ∧ Q(x1, …, xn)) & BNS P(a1, …, an) & not BNS ¬Q(a1, …, 

an)) ⇒ FNS Q(a1, …, an)
(4e4) (PNS ∀x1 … ∀xn (P(x1, …, xn) → Q(x1, …, xn)) & BNS P(a1, …, an) & not BNS ¬Q(a1, …, 

an)) ⇒ PNS Q(a1, …, an)

拙著『規範とゲーム』（2011）においては、(4e1) ～ (4e4) の表現において前件に not 
BNS Q(a1, …, an) や not BNS ¬Q(a1, …, an) の条件が欠けている。ここには、前著の誤りを訂

正した定理が記されている（中山 2015）。

４.　規範体系論理学を用いた刑法の記述

法体系の整合性概念を分析するためには、規範体系論理学が役に立つ。規範体系論理

学は、『規範とゲーム』（2011）で提案されたが、その後いくつかの整備と拡張がなされ

てきた（Nakayama 2014, 2015 2016a, 2016b, 2016c）。ここでは、例として殺人に関わ

る刑法の条文をとりあげ、それを規範体系論理学によって記述する。

まず、ここで扱う刑法の条文を紹介しよう。

刑法 35 条［正当行為］
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「法令又は正当な業務による行為は罰しない。」

（例：死刑執行）

刑法 36 条［正当防衛］

「①　急迫不正の侵害に対して、自己又は他人の権利を防衛するため、やむを得ずにし

た行為は、罰しない。

②　防衛の程度を超えた行為は、情状により、その刑を減軽し、又は免除することが

できる。」

刑法 37 条［緊急避難］

「①　自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する現在の危難を避けるため、や

むを得ずにした行為は、これによって生じた害が避けようとした害の程度を超え

なかった場合に限り、罰しない。ただし、その程度を超えた行為は、情状により、

その刑を減軽し、又は免除することができる。

②　前項の規定は、業務上特別の義務がある者には、適用しない。」

刑法 39 条［心神喪失等］

「①　心神喪失者の行為は、罰しない。

②　心神耗弱者の行為は、その刑を減軽する。」

刑法 66 条［酌量減刑］

「犯罪の情状に酌量すべきものがあるときは、その刑を減軽することができる。」

刑法 199 条［殺人］

「人を殺した者は、死刑又は無期若しくは５年以上の懲役に処する。」

刑法 202 条［自殺関与及び同意殺人］

「人を教唆し若しくは幇助して自殺させ、又は人をその嘱託を受け若しくはその承諾を

得て殺した者は、6 月以上 7 年以下の懲役又は禁錮に処する。」

刑法 205 条［傷害致死］

「身体を傷害し、よって人を死亡させた者は、3 年以上の有期懲役に処する。」

刑法 210 条［過失致死］

「過失により人を死亡させた者は、50 万円以下の罰金に処する。」

刑法 211 条［業務上過失致死］

「業務上必要な注意を怠り、よって人を死傷させた者は、5 年以下の懲役若しくは禁錮

又は 100 万円以下の罰金に処する。重大な過失により人を死傷させた者も、同様とす

る。」

規範体系論理学では、これら条文を次のように表現できる。このとき、いくつかの条

文は整合的解釈に関する制約を表現しているものとして表現することになる。
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[2] 規範体系論理学を用いての刑法の表現

NS 刑法（NS 刑法　＝〈BB 刑法 , OB 刑法〉）は、次の規定を充たす。また、「法令又は正当な業

務による行為する」を「[ 正当行為する ] 刑法 35 条」と省略することにする。そして、刑法

における他の表現についても、これと同様の省略を行う。

(5a) ［罰則の免除］刑法 35 条［正当行為］、刑法 36 条［正当防衛］①、刑法 37 条［緊急避難］

①、刑法 39 条［心神喪失等］①

OB 刑法 は次の文を要素として含んでいる： 
∀x ([ 正当行為する ] 刑法 35 条 (x) → ¬ 罰する ( 司法機関 , x)) 
∀x ([ 正当防衛する ] 刑法 36 条 (x) → ¬ 罰する ( 司法機関 , x))
∀x ([ 緊急避難する ] 刑法 37 条 (x) → ¬ 罰する ( 司法機関 , x))
∀x ([ 心神喪失 ] 刑法 39 条 (x) → ¬罰する ( 司法機関 , x))

(5b) ［減刑］刑法 36 条［正当防衛］②、刑法 39 条［心神喪失等］②、刑法 66 条［酌量減刑］

減軽については、副詞的解釈を行い、次に記されたような制約が充たされているとする：

OB 刑法 が∀x (F(x) → PUNISH( 司法機関 , x)) を含むとき、BB 刑法 は ¬ ∃x ([AD[F]](x) 
∧ F(x)) を含む。

また、OB 刑法は次の文を要素として含んでいる：

∀x ([ 心神耗弱者 [F]] 刑法 39 条 (x) → [ 減軽 [PUNISH]] ( 司法機関 , x))
［制約］ そして、次の制約が成り立つとする：

BB刑法∪OB刑法∪{ ∃x ([ 過剰防衛 [F]]刑法 36 条 (x) ∧ [ 減軽 [PUNISH]] ( 司法機関 , x))} 
は無矛盾。

BB 刑法∪OB 刑法∪{ ∃x ([ 酌量 [F]] 刑法 36 条 (x) ∧ [ 減軽 [PUNISH]] ( 司法機関 , x))} は
無矛盾。

(5c) 刑法 199 条［殺人］、刑法 202 条［自殺関与及び同意殺人］、刑法 205 条［傷害致死］、

刑法 210 条［過失致死］、刑法 211 条［業務上過失致死］

OB 刑法 は次の文を要素として含んでいる：

∀x ([ 人を殺す ]刑法 199 条 (x) → ( 死刑に処する ( 司法機関 , x) ∨ 無期懲役に処する ( 司
法機関 , x) ∨ 5 年以上の懲役に処する ( 司法機関 , x)))
∀x ([ 自殺関与者 ] 刑法 202 条 (x) → 6 月以上 7 年以下の懲役又は禁錮に処する ( 司法機

関 , x))
∀x ([ 傷害致死させる ] 刑法 205 条 (x) → 3 年以上の有期懲役に処する ( 司法機関 , x))
∀x ([ 過失致死させる ] 刑法 210 条 (x) → 50 万円以下の罰金に処する ( 司法機関 , x)) 
∀x ([ 業務上過失致死 ] 刑法 211 条 (x) → (5 年以下の懲役に処する ( 司法機関 , x) ∨ 5 年

以下の禁錮に処する ( 司法機関 , x) ∨ 100 万円以下の罰金に処する ( 司法機関 , x)))

NS 刑法の整合性を保つためには、刑法の各条項の適用が互いに衝突しないことが必要に

なってくる。これを容易な形で実現させるために、次の要請を行うことにする。
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[3] 刑法解釈への制約

BB 刑法は、次の文すべてを含んでいる。つまり、{(6a), (6b), (6c), (6d), (6e), (6f), (6g), (6h), 
(6i), (6j)} ⊆ BB 刑法　が成り立つ。

(6a) ¬ ∃x ([ 正当行為する ] 刑法 35 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6b) ¬ ∃x ([ 正当防衛する ] 刑法 36 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6c) ¬ ∃x ([ 過剰防衛する ] 刑法 36 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6d) ¬ ∃x ([ 緊急避難する ] 刑法 37 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6e) ¬ ∃x ([ 心神喪失 ] 刑法 39 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6f) ∀x ([ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x) → 人を殺す (x))
(6g) ¬ ∃x ([ 自殺関与者 ] 刑法 202 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6h) ¬ ∃x ([ 傷害致死させる ] 刑法 205 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6i) ¬ ∃x ([ 過失致死させる ] 刑法 210 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
(6j) ¬ ∃x ([ 業務上過失致死させる ] 刑法 211 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))

これらの要請は、刑法中に明示的に記載されたものではなく、刑法の整合性を規範体

系論理学の観点から保証するために要請されるものである 3) 。
私たちはこれまで、NS 刑法 の一部を特徴づけてきた。そして、これまでの NS 刑法の規定

から、いくつかの帰結を得ることができる。そのうち、今回の議論に関係する部分を見

ておこう（以下では、表記法を簡単にするために、BNS 刑法 φ や ONS 刑法 φ などの代わりに

B 刑法 φ や O 刑法 φ などを用いることにする）。

[4] 規範体系論理学を用いての刑法からの帰結

(7a) 整合性の要請の確認に関する以下の文が成り立つ：

B 刑法 ¬ ∃x ([ 正当行為する ] 刑法 35 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 正当防衛する ] 刑法 36 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 過剰防衛する ] 刑法 36 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 緊急避難する ] 刑法 37 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 心神喪失 ] 刑法 39 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ∀x ([ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x) → 人を殺す (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 自殺関与者 ] 刑法 202 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 傷害致死させる ] 刑法 205 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 過失致死させる ] 刑法 210 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))
B 刑法 ¬ ∃x ([ 業務上過失致死させる ] 刑法 211 条 (x) ∧ [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x))

(7b) ［罰則の免除］に関する以下の文が成り立つ：

F 刑法 ∃ x ([ 正当行為する ] 刑法 35 条 (x) ∧ 罰する ( 司法機関 , x))
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F 刑法 ∃x ([ 正当防衛する ] 刑法 36 条 (x) ∧ 罰する ( 司法機関 , x))
F 刑法 ∃x ([ 緊急避難する ] 刑法 37 条 (x) ∧罰する ( 司法機関 , x))
F 刑法 ∃x ([ 心神喪失 ] 刑法 39 条 (x) ∧ 罰する ( 司法機関 , x))

(7c) ［減刑］に関する以下の文が成り立つ：

O 刑法 ∀x (F(x) → PUNISH( 司法機関 , x)) ⇒ B 刑法 ¬ ∃ x ([AD[F]](x) ∧ F(x))
O 刑法 ∀x ([ 心神耗弱者 [F]]] 刑法 39 条 (x) → [ 減軽 [PUNISH]] ( 司法機関 , x))
P 刑法 ∃x ([ 過剰防衛 [F]] 刑法 36 条 (x) ∧ [ 減軽 [PUNISH]] ( 司法機関 , x))
P 刑法 ∃x ([ 酌量 [F]] 刑法 36 条 (x) ∧ [ 減軽 [PUNISH]] ( 司法機関 , x))

(7d) 刑の決定に関する以下の文が成り立つ：

O 刑法 ∀x ([ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x) → ( 死刑に処する ( 司法機関 , x) ∨ 無期懲役に処

する ( 司法機関 , x) ∨ 5 年以上の懲役に処する ( 司法機関 , x)))
O刑法 ∀x ([ 自殺関与者 ]刑法 202 条 (x) → 6 月以上 7 年以下の懲役又は禁錮に処する ( 司
法機関 , x))
O刑法 ∀x ([傷害致死させる ]刑法205条(x) → 5年以上の有期懲役に処する (司法機関 , x))
O刑法 ∀x ([過失致死させる ]刑法 210条(x) → 50万円以下の罰金に処する (司法機関 , x))
O 刑法 ∀x ([ 業務上過失致死 ] 刑法 211 条 (x) →  (5 年以下の懲役に処する ( 司法機関 , x) 
∨ 5 年以下の禁錮に処する ( 司法機関 , x) ∨ 100 万円以下の罰金に処する ( 司法機

関 , x)))

これまでの分析から明らかなように、法適用には法的用語の外延解釈がともなうもの

である。

５.　違憲判決の事例

戦前に制定された条文のひとつに、刑法 200 条の尊属殺規定がある。尊属殺規定は、

肉親などの尊属者に対する殺人については他の殺人よりも重い刑がかせられるという内

容を持っている。そして 1970 年に、尊属殺規定に対する違憲判決が最高裁判所で下され

る（山口 2008: p.96）。この尊属殺規定違憲判決の例は、憲法と整合的でない法文は有効

性を持たないことを示す例である。このことは逆に、法体系全体が整合的であることが

要求されていることを示しており、違憲判決は異常事態であることを示している。特定

の条文の違憲判決は、その条文の適用禁止を意味しており、その条文が適用から除外さ

れることをすべての司法関係者に対して要求する。

この最高裁判所の尊属殺規定違憲判決は、刑法 200 条が憲法 14 条 1 項に矛盾するこ

とを明確に表現している。ちなみに、関連する条文は以下のものである。

刑法 200 条　「自己または配偶者の直系尊属を殺したる者は死刑又は無期懲役に処す。」
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憲法 14 条 1 項　「すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的

身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。」

1970 年の最高裁判決の要点は、刑法 199 条のほかに刑法 200 条をおくことは、憲法

14 条 1 項の意味における差別的取扱いにあたるということである。こうして、この尊属

殺規定違憲判決以降においては、刑法 200 条は実質上の死文化にいたり、適用されなく

なる。そして 1995 年には、刑法 200 条はついに刑法から削除される。憲法 14 条 1 項は

［法の下の平等］を記したものだが、この [ 法の下の平等 ] 憲法 14 条 1 項　が 1970 年の最高裁

判所の尊属殺規定違憲判決では、以前よりもより広く適用されることを示したと言える。

そしてこの外延の拡張のために、憲法 14 条 1 項は刑法 200 条と矛盾するにいたった。

1995 年に行われた刑法 200 条の削除を規範体系論理学の枠組みで表現すると、次のよ

うになる：

NS 旧刑法（NS 旧刑法 ＝〈BB 旧刑法 , OB 旧刑法〉）を 200 条削除前の刑法とし、NS 刑法（NS 刑法　＝〈BB

刑法 , OB 刑法〉）を削除後の刑法とする。このとき、次のことが成り立つ：

BB 刑法＝ BB 旧刑法 － {¬ ∃x ([ 人を殺す ] 旧刑法 199 条 (x) ∧ [ 直系尊属を殺す ] 旧刑法 200 条 (x))}
OB刑法＝ OB旧刑法 － {∀x ( [直系尊属を殺す ]旧刑法 200条(x) → (死刑に処する (司法機関 , 

x) ∨ 無期懲役に処する ( 司法機関 , x)))}

つまり、この第 200 条の削除によって、「直系尊属の殺害」という概念規定が刑法から

取り除かれ、直系尊属の殺害の場合にも第 199 条が適用されることになった。

６.　法的推論の実践

多くの法哲学者は、法的推論の基盤となるのは、判決三段論法だとしている（亀本 
2002: p. 200f; 亀本 1990: p. 224f; 大屋 2006: p.3）。判決三段論法の構造は、法規則を大

前提とし、法規則の要件に事実をあてはめることにより、結論を導くというものである。

このような解釈が限定的に可能な理由を、ここで説明することにしよう。

殺人の事例への刑法 199 条の適用を考えよう。すでに示した議論から、まだ判決が出

ていない段階で次の推論が規範体系論理学で妥当なことは、容易に示すことができる。

ここで、刑法について熟知している法律専門家 A がいるとし、A は、容疑者 M が殺

人を犯したと考えているとする。また、NS(A)　＝〈BB(A), OB(A)〉& BB 刑法 ⊆ BB(A) 
& OB 刑法 ⊆ OB(A) & {[ 人を殺す ] 刑法 199 条 (M)} ⊆ BB(A) が成りたつとする。すると、次

の推論は、(4e1) に基づき、妥当となる。
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ONS(A) ∀x ([ 人を殺す ] 刑法 199 条 (x) → ( 死刑に処する ( 司法機関 , x) ∨ 無期懲役に処

する ( 司法機関 , x) ∨ 5 年以上の懲役に処する ( 司法機関 , x)))
BNS(A) [ 人を殺す ] 刑法 199 条 (M)

ONS(A) ( 死刑に処する ( 司法機関 , M) ∨ 無期懲役に処する ( 司法機関 , M) ∨ 5 年

以上の懲役に処する ( 司法機関 , M))

ただし、ここで注意しなければならないことは、[ 人を殺す ] 刑法 199 条 は刑法に特有な述

語であり、日常言語における「人を殺す」よりもより限定的な意味を持っているという

ことである。言い換えると、刑法の意味での殺人を主張する者は、「[人を殺す ]刑法 199条(M)」
が (6a) から (6j) の制約を充たすことを主張することを要求される。この意味で、法的推

論は判決三段論法よりもより複雑なものとなる。例えば、検察側が M が殺人犯であると

主張し、弁護側が M の行為の正当防衛を主張することが考えられる。検察側の主張が正

当化されるためには、弁護側の正当防衛の主張を退けなければいけない。というのも、(6b) 
に表現されているように、刑法においては、正当防衛と殺人は両立しないからである。

高橋文彦（2013）は、法的推論が一種のデフォルト推論であることを主張しているが、

私はそうは思わない。デフォルト推論は、情報が十分でないときに最善の策としてなさ

れる推論である。法的推論は、むしろ基本原則を前提としており、その判断はある程度

創造的である。そのために、ハートやドウォーキンが議論したような司法裁量論の問題

が起こるのである。同様の問題は、1970 年の最高裁判所の尊属殺規定違憲判決にも見る

ことができる。その判決は、憲法の基本理念のひとつである人権を守るために、憲法 14
条 1 項を以前より拡張して解釈している。これは、法律が歴史的産物であることと関係

している。それは、法律のいくつかの条文が過去の常識に立脚している可能性があるた

めに起こる問題であり、それを現代の視点から正すために最高裁判所の判決は重要な意

味を持つことになる。

実際の法廷での論争では、同一の法体系が用いられ、そこでどの条文を適用するのが

適切なのかがしばしば争われる。そこで争われるのは、先の殺人に関する例で言えば、

問題の事件が「[ 人を殺す ] 刑法 199 条 (M)」と解釈できるか、「[ 正当防衛する ] 刑法 36 条 (M)」
と解釈できるかという M が引き起こした事件の適切な解釈の問題である。検察側と弁

護側は、それぞれの解釈を正当化する証拠に基づく論証を展開しなければならない。こ

のような法廷での論争において議論を説得力ある形で設計する方法として、アイラッ

ク（IRAC）がある（加賀山 2012）。IRAC は、Issue、Rules、Application/Argument、
Conclusion の頭文字から構成された名前であり、それぞれのステップを加賀山は次のよ

うに説明している。

(8a) ［争点（Issue）］　そこで争われているのは何か。例えば、殺人か過失致死か。
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(8b) ［ルール（Rules）］　そこで争われている事実に適用される法律は何か。例えば、

刑法 199 条（殺人）か。

(8c) ［適用（Application）］　その事件に法律を適用するとどのような結果が導き出さ

れるのか。例えば、死刑を含む 5 年以上の懲役刑か。

［議論（Argument）］　その事件を別の観点から見た場合に他のルールを適用でき

ないかを、議論する。

(8d) ［結論（Conclusion）］　上記の議論を踏まえた上で、妥当な解決策を提示する。例

えば、殺意はあったが正当防衛が成立するなど。

［争点］、［ルール］、［議論］、［結論］の各段階で、法的用語の外延解釈の適切性が問題

となってくる。問題になっている事実に関する正確な把握は、どの条文が適用するかの

判断にとって重要である。また、「殺人」や「過失致死」などの法的用語は、排他的な意

味を持つものとして解釈されねばならない。このように、法廷での論争の重要な部分は、

法的用語の適切な外延解釈の問題にある。

７.　裁判とゲーム

『規範とゲーム』（2011）は、裁判をゲームとしてとらえることを提案している（第８

章３節）。その後、私は動的規範論理学（Dynamic Normative Logic, DNL）を提案し、

このようなゲームも DNL の枠組みで記述できることを示した（中山 2015; Nakayama 
2014, 2016a, 2016b, 2016c）。

刑事裁判には、三種の集団が関わる。検察官側、被告人側、裁判所側の三集団である。

このうち、検察官側と被告人側の二集団の間で裁判は争われ、裁判所側によりこのゲー

ムの決着がつけられる。裁判にはいろいろなものがあるが、ここでは、刑事訴訟第一審

の公判手続を見ておこう。

刑事訴訟第一審の公判手続は、冒頭手続から始まり、判決宣告によってこのゲームは

終結する。第一審の公判手続は，大別して，冒頭手続、証拠調べ手続、弁論手続，判決

宣告手続から成っている。また、必要な場合に、争点及び証拠の整理手続（公判前整理

手続、期日間整理手続）が行われる。これらの規定は、刑事訴訟法で定められている（例

えば、刑事訴訟法第 291 条、第 292 条、第 293 条など）。

これら四つの手続きをもう少し詳しく見てみよう。

(9a)［冒頭手続］　冒頭手続で行われる手続で主要なものは、裁判所に出頭した被告人

が検察官により公訴を提起された者に間違いないかどうかを確かめる人定質問、

審判の対象を明らかにする起訴状朗読、被告人に対し黙秘権その他の権利を説明

する権利告知、事件の争点を明らかにする被告事件についての陳述の機会の付与
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の四つである。

(9b)［証拠調べ手続］　証拠調べ手続は，検察官側の立証と被告人側の立証に分かれる。

最初に検察官側から立証が行われ、これに被告人側の立証が続く。検察官側から

の立証では、検察官は，まず冒頭陳述を行って、証拠によって証明しようとする

事実を明らかにした後、個々の証拠の取調べを請求する。これに対して、裁判所は、

被告人側の意見を聴いた上で，検察官が取調べを請求した証拠を採用するかどう

かを決定し、その上で採用した証拠を取り調べる。被告人側の立証は、裁判官に

対して、公訴事実の存在につき、検察官の立証が合理的な疑いを入れない程度に

までは証明されていない、と考えさせるだけで十分であり、それ以上に、公訴事

実が存在しないことまで証明する必要はない。裁判所は，検察官側の立証の場合

と同様に、被告人側が取調べを請求した証拠を採用するかどうかを決定し、採用

した証拠を、法律の手続に従って取り調べる。

(9c)［弁論手続］　まず、検察官が論告を行い、事件に対する事実面、法律面の意見を

述べる。通常は、その最後に求刑を行う。次に、弁護人が弁論を行い、被告人の

立場から見た事件の事実面、法律面の意見を述べる。最後に行われるのが被告人

の最終陳述である。

(9d)［判決宣告手続］　判決宣告手続においては、裁判所が判決を言い渡す。公訴事実

の存在が合理的な疑いを入れない程度に証明され、かつ、その事実が刑罰法令に

触れるときは、有罪判決が言い渡されるが、被告事件が罪とならないとき又は被

告事件について犯罪の証明がないときは、無罪判決が言い渡される。 

ここでは、法的推論との関わりが深い第三と第四のステップに注目しよう。動的規範

論理学では、段階を表す nという自然数が導入され、規範体系は NS(n)（NS(n) =〈BB(n), 
OB〉）のように表される。ここでは、刑事訴訟法の規範体系を NS 刑事訴訟法（NS 刑事訴訟法 =
〈BB 刑事訴訟法 , OB 刑事訴訟法〉 で表そう。

刑事訴訟法の中の多くの部分は、規範的言語で書かれている。つまり、「しなければい

けない」、「することができる」などの義務表現や許容表現が多用される。例えば、刑事

訴訟法第 291 条は、次のものである：「検察官は、まず、起訴状を朗読しなければならな

い」。これは、動的規範論理学では、OB 刑事訴訟法 が ∀x ( 検察官 (x) → 起訴状を朗読する

(x, 1)) という文を含んでいることとして表現される。そして、この規定から次の義務文

が帰結する：O 刑事訴訟法 ∀x ( 検察官 (x) → 起訴状を朗読する (x, 1))。刑事訴訟法第 292 条

は、次のものである：「証拠調べは、第二百九十一条の手続が終つた後、これを行う。た

だし、次節第一款に定める公判前整理手続において争点及び証拠の整理のために行う手

続については、この限りでない。」この条文の前半部分は、OB 刑事訴訟法 が ∀k ( ∃ x ( 検察

官 (x) ∧ 起訴状を朗読する (x, k)) → 証拠調べをする ( 司法機関 , k+1)) という文を含んで

いることとして表現できる。するとこの規定から、次の義務文が帰結する：O 刑事訴訟法 ∀k 
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( ∃x ( 検察官 (x) ∧ 起訴状を朗読する (x, k)) → 証拠調べをする ( 司法機関 , k+1))。
ここで、検察官 A と弁護人 B と裁判官 C の規範体系を区別し、彼らの間の共通の規範

体系も考慮することにし、それらを次のように表すことにする：NSA(n), NSB(n), NSC(n), 
NSG(n). そして、NSG(n) は、次の条件を充たすとする（ここでは、義務基盤の更新は考え

ないこととする）。

(10a) NSG(n) = 〈BBG(n), OBG〉

(10b) BBG(n) = BBA(n)∩BBB(n)∩BBC(n)

(10c) OBG = OBA∩OBB∩OBC

(10d) X が A か B か C か G のとき、[k < n ならば、BBX(k) ⊆ BBX(n)]
(10e) BB 刑法 ⊆ BBG(0) & BB 刑事訴訟法 ⊆ BBG(0) & { 検察官 (A), 弁護人 (B), 裁判官 (C)} 

⊆ BBG(0)
(10f) OB 刑法 ⊆ OBG & OB 刑事訴訟法 ⊆ OBG

このとき、次のことが帰結する：OG(0) 起訴状を朗読する (A, 1)。A がこの義務要請に

従い、起訴状を朗読したとする。すると法廷にいる誰もがこの行為遂行を認め、そのため、

{ 起訴状を朗読する (A, 1)} ⊆ BBG(1) が成り立つことになる。するとここから、OG(1) 証
拠調べをする（司法機関 , 2）が帰結する。このようにして、公判手続が進行していくこ

とになる。

ここで、弁論手続と判決宣言手続について考えてみよう。検察と弁護人はともに裁判

所側を説得しようとする。例えば、検察側が論告で被告人による殺人の事実を立証しよ

うとし、５年の懲役を主張したとしよう。これに対し、弁護側は弁論で過失致死の立証

を試みたとしよう。このとき裁判所側は、どちらの主張が説得的であるかという判断や、

「疑わしきは被告人の利益に（in dubio pro reo）」などの諸原則を考慮して自らの信念を

形成し、刑法の枠の中で判決を下す。こうして裁判全体のプロセスは、三グループが参

加するゲームとして記述できる。このゲームの終了条件は、裁判官が被告人に判決を言

いわたすことにある。

８.　法律の役割

ハートとドゥオーキンの間の論争については、日本でも多くの議論がある（宇佐美・

濱 2011, 濱 2013）。まず、「法的判断において重要な働きをする法的基準は、法規則
0 0 0

では

なく、法原理
0 0 0

である」（中山康雄 2011: p. 20）という問題から出発しよう。中山竜一（2000）
は、ドゥオーキンの法原理の考えを三つに要約している（p. 83f）。

(11a) ルールや先例のさらに上に立ってそれらの適用をコントロールする形で、原理は
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機能する。

(11b) 二つの法原理が衝突する場合に問題なのは、どちらの原理を重視すべきかといっ

た個々のケースにおける重みや重要性の次元である。

(11c) 法原理が効力を持つのは、立法府や裁判官の特定の決定に由来するからではな

く、法曹や一般市民がこれらの原理を長い期間のうちに適正なものと感じるよう

になったからである。

高橋秀治（2011）によれば、ドゥオーキンの立場は次のようなものになる：「信念も含

めて、さまざまな判断や主張、確信は、それぞれが相互に関係し合いながら、整合的に

正当化される」（p. 60）。
ハートの法哲学のひとつの問題は、法規則が個々ばらばらに捉えられているように見

えることである。しかし、法体系全体は整合的なものとして捉えられるべきであり、そ

こには全体論的関係性が見られる。そして、法体系全体が整合的なものであることは、

条文の中には書かれておらず、それは法実践を遂行する司法関係者に求められる解釈に

よって形成される。

ハートは、中立的で記述的立場をとり、ドゥオーキンはこのような態度を「アルキメ

デス主義（Archimedeanism）」と呼んで批判している（濱 2011: p. 29; 高橋秀治 2011: p. 
49）。この批判を、1970年の日本における尊属殺規定違憲判決と関連させて考えてみよう。

刑法は、1907 年（明治 40 年）4 月 24 日に公布、1908 年（明治 41 年）10 月 1 日に施

行された法律である。これに対し日本国憲法は、1947 年（昭和 22 年）5 月 3 日に施行

された。尊属殺規定の基本理念は、大日本帝国憲法と親和的であり、憲法 14 条 1 項の［法

の下の平等］の理念とは調和していない。このような事情が尊属殺規定違憲判決の背景

にあったと思われる。ここで最高裁判所が、立法府における刑法修正を待たなかったのは、

尊属殺規定のために現実に不当に重い刑が具体的にかされてきたからであり、この状況

を一日も早く変える必要があったからである。ドゥオーキンの立場は、少なくとも日本

における法体系の成立過程から考えると適切であったと言える。

尊属殺規定違憲判決においても、法体系の整合性が重要な役割をはたしていたことを

確認しておく必要がある。刑法を以前と同様に NS 刑法（NS 刑法　＝〈BB 刑法 , OB 刑法〉）で表

し、憲法を NS 憲法（NS 憲法　＝〈BB 憲法 , OB 憲法〉）と表わすとき、NS 刑法＋憲法（NS 刑法＋憲法　

＝〈BB 刑法∪BB 憲法 , OB 刑法∪OB 憲法〉）の規範体系としての無矛盾性が求められていたのだ

と考えることができる。

注

1） 本稿は、2016 年度の科学基礎論学会講演会でのシンポジウム「法の論理と哲学」で

の発表「法適用の基本原則に関する哲学的考察」と Nakayama (2016b) に基づき、こ

れらを発展させたものである。
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2） 寛容の原理は、相手の言わんとすることを最大限に強力にするような解釈を与えると

いう原理である。

3） この問題は、佐藤（2010）では、争点形成責任の問題として議論されている。
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Philosophical Analyses of Legal Applications

Yasuo NAKAYAMAAKAYAMA

Since 2010, I have been working on Logic for Normative Systems (LNS) (Nakayama 2010, 
2014, 2015, 2016a, 2016b, 2016c). In this paper, I investigate the fundamental problems of legal 
applications based on LNS. It is well known that legal applications are not mechanical but provide 
many alternatives. Sometimes, the appropriateness of legal applications is disputed in court. In this 
paper, I analyze these legal practices in terms of LNS.

Hart applied the philosophical notion of rules to legal problems (Hart 1961). Dworkin criticized 
Hart’s approach based on his interpretivism (Dworkin 1986, 2006). According to Dworkin, Hart 
takes Legal Positivism and considers legal rules as fundamental to legal practices. However, 
Dworkin considers not legal rules, but legal principles as fundamental.

In this paper, I take an interpretivist position and try to clarify the fundamental principles of 
legal applications in terms of LNS. These principles are described as follows.

(1a) [Principle of logical consistency] A legal system is consistent as a whole. In other words, 
we should interpret it as logically consistent. As a result, legal interpretation becomes a 
holistic enterprise.

(1b) [Ambiguity of some legal terms] Some terms in legal codes are ambiguous in terms of 
their extensions and can be interpreted in different ways depending on presupposed views.

(1c) [Principle of charity with respect to interpretation of legal terms] Interpretations of legal 
terms must adhere to the principle of legal consistency stated in (1a). For this purpose, 
we must constrain our interpretation of legal terms. For example, accidental homicide 
in Article 210 of the Japanese Criminal Law (JCL) and homicide in Article 199 of JCL 
cannot be applied to the same case. In other words, if a case is an accidental homicide in 
the sense of Article 210, it is not a homicide in the sense of Article 199.

(1d) [Relative priority among laws] In legal practices, there is a relative priority among laws 
and articles. For example, the Japanese Constitution precedes all other laws. The principle 
of logical consistency stated in (1a) should be compatible with this presupposed relative 
priority among laws.

In addition, in this paper, I demonstrate that procedures in a trial can be described as a kind of 
game.


